
名古屋東支部 2023/11/21 研修資料 

 

 

1 

 

インボイス制度開始後の登録・取消しと消費税の納税義務判定 

目次 

 

はじめに ................................................................................................................................. 2 

Ⅰ．インボイス制度開始後の登録 ......................................................................................... 4 

Ⅱ．インボイス発行事業者の取消し ...................................................................................... 9 

Ⅲ．２割特例 ......................................................................................................................... 11 

Ⅳ．その他 ............................................................................................................................ 19 

 

 

 

 

 

 

 

 

日 時：令和 5 年 11 月 21 日（火）13 時 30 分～16 時 30 分 

場 所：税理士会ビル２階大ホール 

講 師：税理士 加 藤 久 也 

 

許可なく複製することを禁じます。 



名古屋東支部 2023/11/21 研修資料 

 

 

2 

 

はじめに 

令和 5 年 10 月 1 日、ついに適格請求書等保存方式（以下「インボイス制度」という。）

が始まりました。早速、「交付したインボイスが要件を満たさないと言われた」、「受け取っ

た請求書で全額控除の対象としていいか」などの苦情？質問が殺到しています。10 月決算

法人は、インボイス制度が適用された期間を含む初めての申告も控えています。また、実務

に対応するための様々な特例的な取扱いが、かえって実務を混乱に陥れ、混迷の度合いは高

まるばかりです。今回の研修では、インボイス制度開始後の適格請求書発行事業者（以下「イ

ンボイス発行事業者」という。）の登録の考え方と手続き、免税事業者がインボイス発行事

業者の登録をしたことにより課税事業者となって初めての確定申告で留意すべき事項とこ

れらに関する消費税の納税義務の有無の判定について確認していきます。 

なお特に断りのない限り、個人事業者を前提として解説しますが、法人においても考え方

は同様ですから応用していただける内容となっております。まず個人事業者の取扱いを押

さえたうえで法人について検討していただくと理解しやすいと思います。 

 

 インボイス制度に関する特例の適用期間について確認します。課税期間単位で適用され

る特例、一定期間で適用される特例、恒久措置された特例があります。 

【インボイス制度に関する特例の適用期間】 

特例 適用期間 

課税選択届出書提出不要の特例 令和 5 年 10 月 1 日から令和 11 年 9 月 30 日までの日

の属する課税期間 

２割特例 

 

令和 5 年 10 月 1 日から令和 8 年 9 月 30 日までの日

の属する課税期間 

返還インボイス不要特例 恒久措置 

仕入税額控除の特例 

（80％控除・50％控除） 

令和 5 年 10 月 1 日から令和 11 年 9 月 30 日までの日 

少額特例（インボイス不要特例） 令和 5 年 10 月 1 日から令和 11 年 9 月 30 日までの日 

 

【適用期間が課税期間単位で定められる規定】 
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【適用期間が日にちで定められる規定】 

 

 

 

この研修資料では、国税庁が公表する以下の資料について略号で示しています。原文は、

国税庁ホームページなどに公開されていますから、ご参照いただくときは、「資料名 国税

庁」などと検索してください。 

 

【略号一覧表】 

略号 法令等名・資料名 

国通 国税通則法 

消法 消費税法 

消令 消費税法施行令 

消規 消費税法施行規則 

消基通 消費税法基本通達 

平成 28 年改正法 所得税等の一部を改正する法律（平成 28 年 3 月 31 日法律第 15 号） 

平成 30 年改正令 消費税法施行令等の一部を改正する政令（平成 30 年 3 月 31 日政令

135 号） 

Q＆A 「消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関す

る Q＆A」（平成 30 年 6 月（令和 5 年 10 月改訂）、国税庁軽減税率・

インボイス制度対応室） 

財務省作成資料 「インボイス制度の改正案に関する資料」（財務省ウェブサイト） 

あらまし 消費税のあらまし（令和 5 年 6 月）国税庁 

税大講本 消費税法（基礎編）令和 5 年度版、税務大学校 
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Ⅰ．インボイス制度開始後の登録 

１．免税事業者が登録する場合（原則） 

（１）課税事業者となる課税期間の初日に登録を受ける場合【ケース２】1 

免税事業者が、その基準期間における課税売上高が 1,000 万円を超えるなどして課税事

業者となる課税期間の初日から登録を受けようとする場合には、その課税期間の初日から

起算して 15 日前の日までに登録申請書を提出しなければならないこととされており（消法

57 の 2②、消令 70 の 2①）、この取扱いが本法上の原則的な取扱いとされています。この

場合において、当該課税期間の初日後に登録がされたときは、同日に登録を受けたものとみ

なされることになっている（消令 70 条の 2②）ため、課税期間の初日からインボイス発行

事業者となります。 

インボイス発行事業者の登録の必要性は、事業上の必要性により判断されるため、消費税

の納税義務が免除されることとなる場合においても、登録する必要があるのであれば、その

登録を行い課税事業者とならざるを得ません。そのような実情に鑑みると、基準期間におけ

る課税売上高が 1,000 万円を超えることとなり課税事業者となる課税期間の初日において

登録する場合というこの原則的な取扱いは、多くないのかもしれません。 

しかし３で述べるように、課税事業者となった後にインボイス発行事業者の登録が必要

となった場合には、不都合が生ずることもあるため、免税事業者であった事業者が課税事業

者となるこのタイミングで、登録の必要性について検討するようにしましょう。 

（２）具体例 

図表 1 で令和 4 年分における課税売上高が 1,000 万円を超えたことにより令和 6 年分に

ついて消費税の課税事業者となる個人事業者について確認しましょう。 

令和 6 年 1 月 1 日から登録を受けるためには、その 15 日前の日である令和 5 年 12 月 17

日までに登録申請書を提出する必要があります。令和 5 年 12 月 17 日2は日曜日ですが、こ

の期限が月曜日まで延長される規定（国通 10②）の適用はありません。登録の通知までに

日数を要することを考えると、登録申請書は可能な限り早く提出するようにしましょう。 

図表 1 令和 6 年 1 月 1 日に登録する個人事業者 

 

 
1 【ケース〇】は参考資料を参照。 
2 e-Tax 稼働日とされています。国税庁 HP にて 2023 年 11 月 12 日確認。 
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図表 2 登録申請書「免税事業者の確認」欄 

 

 

２．免税事業者が登録する場合（特例）【ケース２】 

上で述べた通り、免税事業者が課税事業者となる課税期間の初日にインボイス発行事業

者の登録を受けることが原則ですが、課税期間の途中の日からインボイス発行事業者の登

録を受けることができる経過措置についてみていきましょう。 

（１）課税選択届出書提出不要の特例 

令和 5 年 10 月 1 日から令和 11 年 9 月 30 日までの日の属する課税期間について、免税

事業者が登録申請書を提出した場合には、登録日の属する課税期間のうち登録日からその

課税期間の末日までにおける課税資産の譲渡等及び特定課税仕入れについては、納税義務

を免除しないこととされています（平成 28 年改正法附則 44④）。この規定により、免税事

業者であっても、消費税課税事業者選択届出書（以下「課税選択届出書」という。）を提出

することなく、課税事業者となり登録申請書を提出することができます。 

裏を返せば、令和 5 年 10 月 1 日から令和 11 年 9 月 30 日までの日の属する課税期間の

翌課税期間以後
．．．．．．．

について、免税事業者は、まず課税選択届出書を提出することにより課税事

業者となったうえで登録申請書を提出することとなります。ここで、課税選択届出書の効力

は原則として提出日の属する課税期間の翌課税期間の初日から生ずるため、免税事業者は

課税期間の途中の日から課税事業者となることはできないこととなり、このことは、課税期

間の途中の日からインボイス発行事業者になることもできないことを意味するのです。6 年

先の話ですが、この内容を理解していると、他の規定の内容を理解しやすくなります。 

（２）登録希望日を指定することができる 

令和 5 年 10 月 1 日から令和 11 年 9 月 30 日までの日の属する課税期間について、免税

事業者が令和 5 年 10 月 2 日以後に登録を受ける場合には、登録申請書に登録希望日（登録

申請書を提出する日から 15 日を経過する日以後の日）を記載することで、この日にインボ
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イス発行事業者として登録を受けることができます。 

また、この登録希望日に免税事業者は、課税事業者となるため、登録希望日の前後で課税

売上げおよび課税仕入れの金額を区分して集計することとなるため、月の初日など集計し

やすい日を登録希望日とするとよいでしょう。 

図表 3 登録申請書「免税事業者の確認」欄 

 

 

３．課税事業者が登録する場合【ケース３】 

（１）登録希望日を指定することはできない 

登録希望日を指定することができるのは免税事業者に限られています。免税事業者は登

録日の前後で免税事業者から課税事業者となるため、課税売上高および課税仕入高を区分

して集計する必要がありますが、課税事業者については、このような事情はなく、納税額の

計算に影響しないため、特に登録希望日を指定する措置は設けられていません。 

したがって、インボイス発行事業者の登録を受けていない課税事業者が、その登録を受け

たい場合には、まず登録申請書を提出し、その通知を受けることにより、通知された登録日

以後の取引についてインボイスを発行する流れとなります。 

（２）いつまでに登録申請書を提出するか 

特に期限は定められていないものの、いつ登録されるかが、国税庁の登録に係る期間に左

右されてしまうため、登録する必要が生じた段階で、できるだけ早く登録申請書を提出する

ようにします。 

さらにいえば、課税事業者は、インボイスを発行する可能性がまったくない場合以外は、

インボイス発行事業者の登録をしておくべきだと思います。 

（３）具体例 

ここで、当初、インボイスを発行する可能性がまったくないと考えインボイス発行事業者

の登録をしなかった課税事業者が、登録する場合の具体例について確認しましょう。 
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当社は、学習塾を営む 3 月決算法人である。顧客は消費者のみであり、インボイスの発行

は不要と考えインボイス発行事業者の登録を受けていませんでした。ところが、来年度（令

和 6 年 4 月 1 日）から別地域の法人が営む学習塾の運営を受託することとなり、インボイ

スの発行を求められました。そのため、令和 6 年 1 月に登録申請書を提出し、令和 6 年 3

月に登録を受けました。 

この事例では、インボイスを必要とする令和 6 年 4 月からインボイスを交付することが

できました（図表 6 参照）。この事例のように、インボイスを必要とする事業がある程度余

裕を持って始まる場合には、インボイスを必要とする取引を開始する時からインボイスを

発行することができますが、必ずしもそのような余裕があるとは限らないことを念頭に置

き、すべての課税事業者についてインボイス発行事業者の登録をしておくことを検討して

おきたい。 

図表 4 課税事業者が登録を行う具体例 

 

 

図表 5 登録申請書「事業者区分」欄 
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４．新規開業した場合、新たに法人を設立した場合【ケース 1】 

（１）納税義務の有無の判定 

新たに事業を開始した個人事業者には基準期間における課税売上高がないため、また新

たに設立された法人には基準期間がないため、それぞれ納税義務は免除されます（消基通 1

－4－6）。 

納税義務の免除の特例に該当しない場合でも、上述した通り、令和 5 年 10 月 1 日から令

和 11 年 9 月 30 日までの日の属する課税期間中である免税事業者が、登録申請書を提出し

た場合には、課税選択届出書を提出することなく、課税事業者とされます。 

（２）登録申請書の提出 

新たに事業を開始した個人事業者、または新たに設立された法人が、事業を開始した日の

属する課税期間の初日から登録を受けようとする旨を記載した登録申請書を、事業を開始

した日の属する課税期間の末日までに提出した場合には、その課税期間の初日に登録を受

けたものとみなされます（消令 70 の４、消規 26 の４）。 

しかし登録の通知があるまでは、登録番号がわからない3ため、インボイスを交付するこ

とはできず、登録の通知後改めてインボイスを交付するか、当初から登録番号以外の必要事

項を記載した請求書に登録申請中であることを明示しておき、登録の通知があった後にそ

の旨と登録番号をインボイスの交付先に通知するなどの対応が必要となります。 

令和 5 年 11 月 21 日に設立された 10 月決算法人が設立の日にインボイス登録を希望す

る場合には、登録申請書の提出期限はその課税期間の末日である令和 6 年 10 月 31 日とな

ります。そして、令和 5 年 11 月 21 日に登録されたものとみなされます（図表 6 参照）。た

だし登録の通知があるまでの間は、記載要件を満たすインボイスの交付ができないため上

述した通りの対応が必要となるため、可能な限り早期に登録申請書を提出すべきでしょう。 

 

図表 6 新たに設立した法人の登録 図表 7 登録申請書「事業者区分」欄  

 

 

 
3 法人の場合、登録番号は「T＋法人番号」となりますが、登録の通知があるまでは記載しないほうが

よいでしょう。 
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Ⅱ．インボイス発行事業者の取消し 

１．取消届出書の提出 

インボイス発行事業者が、登録の取消しを求める旨の届出書（以下「取消届出書」という。）

をその納税地を所轄する税務署長に提出した場合には、その提出があつた日の属する課税
．．．．．．．．．．．．．．．

期間の末日の翌日に
．．．．．．．．．

、インボイス発行事業者の登録は、その効力を失うこととされています

（傍点筆者）。 

ただし、その提出が、その届出書の提出があつた日の属する課税期間の翌課税期間の初日

から起算して 15 日前の日の翌日から当該課税期間の末日までの間にされた場合には、当該

課税期間の翌課税期間の末日の翌日に、インボイス発行事業者の登録は、その効力を失うこ

ととされています（消法 57 条の 2⑩、消令 70 条の 5③）。 

すなわち、課税期間の途中の日において登録を取消すことはできず、取消届出書を翌課税

期間の初日から起算して 15日前の日までに提出した場合には翌課税期間の初日に取り消さ

れ、それ以後に提出した場合には翌々課税期間の初日に取り消されることとなる。1 日の違

いで 1 年にわたり登録されたままとなり、免税事業者に戻れなくなることに留意が必要で

す。 

２．登録を取り消す場合の具定例 

令和 5 年 10 月 1 日に登録を受けた個人事業者が令和 7 年 1 月 1 日に登録を取消したい

場合には、取り消したい課税期間の初日である令和 7 年 1 月 1 日から起算して 15 日前の日

となる令和 6 年 12 月 17 日までに取消届出書を提出します。 

令和 6 年 12 月 18 日以後に取消届出書を提出した場合には、令和 8 年 1 月 1 日に取消し

となるため令和 7 年分については、消費税の納税義務は免除されないこととなります。 

図表 8 2 年しばりがない場合 
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３．登録取消しに関する 2年しばり 

課税選択届出書の提出をしないでインボイス発行事業者の登録をすることができる特例

の適用を受ける事業者の登録日の属する課税期間の翌課税期間から登録日以後 2 年を経過

する日の属する課税期間までの各課税期間（その基準期間における課税売上高が 1,000 万

円を超える課税期間及び課税事業者選択届出書の提出等により消費税を納める義務が免除

されないこととなる課税期間を除く。）における課税資産の譲渡等及び特定課税仕入れにつ

いては、消費税の納税義務の免除の規定は、適用しないこととされています。 

ただし、登録日の属する課税期間が令和 5 年 10 月 1 日を含む課税期間である場合は、こ

の限りでない（平成 28 年改正法附則 44⑤）とされます。 

したがって、令和 5 年 10 月 1 日を含む課税期間に登録を受けた場合には、いわゆる 2 年

しばりの適用はなく（前出図表 8 参照）、令和 5 年 10 月 1 日を含む課税期間の翌課税期間

以後にこの特例により登録を受けた場合には、2 年しばりの適用を受けることとなります

（図表 9 参照）。 

図表 9 2 年しばりがある場合 

 

 

４．取下書を提出する場合 

インボイス制度開始後であっても、登録申請書を提出してから登録日までに登録を取り

下げたい場合は、取下書を提出することとなります（図表 10 参照）。 

図表 10 登録日の前後での取扱いの違い 
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Ⅲ．２割特例 

１．２割特例の適用課税期間 

適格請求書発行事業者の令和５年 10 月１日から令和８年９月 30 日までの日の属する各

課税期間（＝個人事業者の場合は、令和５年 10月～12月分から令和８年分まで）で、基準

期間における課税売上高が 1,000万円以下となる課税期間です（平成 28年改正法附則 51条

の 2）。 

図表 11 ２割特例が適用される課税期間 

 

 

👉 適格請求書発行事業者の登録をしなければ免税事業者となる課税期間という意味です。 

図表４に掲げる規定により納税義務が免除されない課税期間について、２割特例の適用を

受けることはできません。 

図表 12 ２割特例が適用されない課税期間の例  
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図表 13 ２割特例適用可否フローチャート（出典：国税庁ホームページ） 
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２．基準期間における課税売上高 

（１）計算方法 

（出典：税大講本） 
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（２）令和 7年分の判定についての留意点 

個人事業者の基準期間は前々年とされます（消法 2①十四）。したがって、令和 7 年分の

基準期間は令和 5 年となります。令和 5 年 10 月 1 日からインボイス発行事業者の登録を受

けることにより課税事業者となった場合には、令和 5 年 1 月 1 日から 9 月 30 日までは免税

事業者であり、令和 5 年 10 月 1 日から 12 月 31 日までは課税事業者となるため、基準期

間における課税売上高は、令和 5 年 1 月 1 日から 9 月 30 日までの税込
．．

課税売上高と令和 5

年 10 月 1 日から 12 月 31 日まで税抜
．．

課税売上高の合計額となります。 

 

図表 14 ２割特例の判定のイメージ（出典：国税庁ホームページ） 
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３．特定期間における課税売上高 
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４．課税選択届出書を提出した場合 

2 割特例は、課税期間を 3 か月や 1 か月に短縮する特例（消法の適用を受ける課税期間及

び令和５年 10月１日前から課税事業者選択届出書の提出により引き続き事業者免税点制度

の適用を受けられないこととなる同日の属する課税期間については適用されません。 

図表 15（財務省作成資料より） 

 

 

課税事業者選択届出書を提出したことにより令和５年 10月１日の属する課税期間から事

業者免税点制度の適用を受けられないこととなる適格請求書発行事業者が、当該課税期間

中に課税事業者選択不適用届出書を提出したときは、当該課税期間からその課税事業者選

択届出書は効力を失うこととされています。 

図表 16（財務省作成資料より） 
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５．簡易課税制度の選択 

２割特例の適用を受けたインボイス発行事業者が、当該適用を受けた課税期間の翌課税

期間中に、簡易課税制度の適用を受ける旨の届出書をその納税地を所轄する税務署長に提

出したときは、その提出した日の属する課税期間から簡易課税制度の適用を認めることと

する。 

👉 翌課税期間に「２割特例」の適用を受けられない場合の救済措置です。 

 

図表 17 基準期間における課税売上高が１千万円を超える課税期間がある場合 

 

 

図表 18 特例期間が終了する翌課税期間において簡易課税制度を適用する場合 
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Ⅳ．その他 

１．免税事業者が課税事業者となる場合の留意点 

（１）棚卸資産調整 

免税事業者が課税事業者となった場合には、棚卸資産調整する必要があります。ただし、

２割特例、簡易課税制度の適用を受ける場合には調整する必要はありません。 

図表 19 棚卸資産調整（あらまし 38 頁） 

 

（２）売上げ返還等控除、貸倒れ控除 

売上げに係る対価の返還等をした場合の消費税額の控除（消法 38）、貸倒れに係る消費税

額の控除（消法 39）については、２割特例制度、簡易課税制度の適用を受ける場合につい

ても適用されます。ただし、免税事業者であった期間における課税売上げに係る売上げ返還

等及び貸倒れについては適用されませんので注意が必要です。 

図表 20  
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２．インボイス Q＆A追加項目 
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参考資料（国税庁 HPより） 
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適格請求書発行事業者の登録申請書（第１－（３）号様式） 

事業者区分欄 

 

 

免税事業者の確認欄 
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